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法人所得税優遇措置を受ける従属会計支店の確定申告に関する2022年9月28日付けビンディン省税務局
Official Letter 2812/CTBDI – TTHTおよび2022年11月17日付けバクニン省税務局Official Letter 

3776/CTBNI-TTHT

租税管理法の一部条項に対する施行細則Decree 126/2020/ND-CPを改正する政令Decree 
91/2022/ND-CP

海外からの借入および返済の外国為替管理に関する2022年9月30日付けベトナム中央銀行Circular 

12/2022/TT-NHNN（2022年11月15日施行）の概要

科学技術開発準備金の積み立ておよび使用に際する納税義務に関する財政省Circular 67/2022/TT-
BTC

見なし納税を行う事業世帯・個人事業主へ販売促進ボーナス、業者間割引を行う際の個人所得税の申告・
納税に関する税務総局Official Letter 3870/TCT-DNNCN

テト贈答品、個人所有物の輸送費に関わる個人所得税に関する2022年10月17日付けハイフォン市税務局
Official Letter 3300/CTHPH-TTHT

事業場所を移転した場合の申告・納税義務に関する2022年11月14日付けバクニン省税務局Official 

Letter 3734/CTBNI/TTHT

個人所得税の扶養親族届出処理に関する2022年10月28日付けハノイ市税務局Official Letter 52118/CT-
TTHT
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今回の弊社Grant Thornton Vietnamのニュースレターでは、税務および外国借入に関する法令、ガイダン
スに関する最新情報をご案内致します。



1. 租税管理法の一部条項に対する施行細則Decree 126/2020/ND-CPを改正する政令Decree 91/2022/ND-CP

a. 申告書の提出、納税、税務当局による書類処理、租税管理に関する行政決定の強制執行の期限日に関する規定が追加されました。

申告書の提出、納税、税務当局による書類処理、租税管理に関する行政決定の強制執行の期限日が、規定による休日に重なる場合、期限日は、当該休日の直後の営業日になります。

b. 個人所得税の月次・四半期申告が不要となる場合が追加されました。

個人所得税の申告者となる所得を支払う組織および個人が、月次または四半期毎の申告を行う場合で、所得を受け取る対象者からの個人所得税額の控除が発生しない月または四半期がある場合には、当該
月または四半期の申告書提出は不要です（これまでは、2021年7月1日付け税務当局Official Letter 2393/TCT-DNNCNによるガイダンスがありました）。

c. 法人所得税の仮納税義務に関する規定が改正されました。

税年度での4四半期の法人所得税仮納税額は、確定申告による法人所得税納税額の80%を下回ってはいけません（従来の規定では、税年度での最初の3四半期の法人所得税仮納税額は、確定申告による法人
所得税納税額の75%を下回ってはいけませんでした）。

不足納税額が発生した場合、第4四半期の法人所得税仮納税期限日の翌日から延滞金利が計算されます（従来の規定では、最初の3四半期の仮納税額との比較で不足納税額が発生した場合、第3四半期の法人
所得税仮納税期限日の翌日から不足額の納付日までの延滞金利が計算されました）。

この規定は2021年税年度から適用されますが、具体的には以下の通りです。
• 2022年10月30日での時点で、2021年税年度の最初の3四半期の仮納税額が、確定申告による納税額の75%を下回らない場合、4四半期の仮納税額による新しい規定は適用しません。
• 2022年10月30日での時点で、2021年税年度の最初の3四半期の仮納税額が、確定申告による納税額の75%を下回る場合、上述の新しい規定による不足額が従来の規定による不足額を上回らないのであれば、

この新しい規定が適用されます。

2022年10月30日付け政令Decree 91/2022/ND-CPが公布されました。以下のような注意すべき事項が含まれています。
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d. 電子商取引サイトの情報提供に関する規定が追加されました。

ベトナムの電子商取引サイトは、電子商取引サイト上での電子商取引に関する情報提供の義務を負います。提供対象となる情報は、販売者名、および、税務コード、または、個人の、または、IDカード、公民証明、
パスポートの認識番号、住所、連絡先電話番号、サイトのオンライン発注機能を使用した売上高です。

情報提供は、四半期毎に行います。翌四半期の最初の月の最終日が期限で、税務総局が公布するデータ形式により、税務総局のウェブサイトを通じて電子的に実施します。

e. 配当または株式報酬を受け取った個人に関わる個人所得税の申告・納税に関する規定が追加されました。

証券業者（証券会社、株式発行者、個人が証券口座を開設する商業銀行、個人から運用委託を受けるファンド運用会社）は、配当または株式報酬を受け取る個人に関わる個人所得税の申告・納税を2023年1月1

日から実施します。

2022年12月31日以前に受け取った配当、株式報酬の申告をしていない個人は、自分で申告をする必要がありますが、申告遅延に関する罰金は科されませんし、2020年12月5日から2022年12月31日までの期間
の延滞金利も科されません。

Decree 91/2022/ND-CPは、2022年10月30日から施行されますが、法人所得税の仮納税義務に関する規定のみ2021年税年度から適用されます。
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1. 租税管理法の一部条項に対する施行細則Decree 126/2020/ND-CPを改正する政令Decree 91/2022/ND-CP (次)



2. 海外からの借入および返済の外国為替管理に関する2022年9月30日付けベトナム中央銀行Circular 12/2022/TT-NHNN

（2022年11月15日施行）の概要

a. 施行日以降、借入状況報告は、従来の四半期毎ではなく月次で行うことになります。

b. 借入の届出対象が改正されました。延長合意が無いにも関わらず、借入実行日から満1年の時点で元本残高（金利が元本に加わる場合も含みます）が残っている短期借入は、届出対象となります。但し、 借入実行日か
らの満1年の時点から30営業日内に元本を返済完了した場合は届出不要です（従来の規定では、借入実行日からの満1年の時点から10営業日内に元本を返済完了した場合が届出不要でした）。

c. 借入届出書類の提出期限に関する規定が、以下の通り改正されました。

- 中長期の海外借入契約は、締結日から30営業日。

- 短期借入を中長期借入へ変更する延長合意を借入実行日から満1年以内に締結した場合、締結日から30営業日。

- 投資登録証明書の発給を受けたプロジェクトのための投資実施準備資金を海外借入へ転換した場合、企業登録証明書・専門分野の法令に基づく設立活動許可証の発給日、官民連携（PPP）の手
法に基づく投資契約の締結日、投資準備資金を借入へ転換するための海外借入契約の締結日のうち一番後の日から30営業日。

- 以下の場合、借入実行日からの満1年の時点から60営業日。

+ 借入実行日から満1年後に延長合意を締結した短期借入。および、

+ 延長合意が無いにも関わらず、借入実行日から満1年の時点で元本残高（金利が元本に加わる場合も含みます）が残っている短期借入。但し、借入実行日からの満1年の時点から30営業日内に元
本を返済完了した場合は届出不要です。
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3. 科学技術開発準備金の積み立ておよび使用に際する納税義務に関する財政省Circular 67/2022/TT-BTC

コロナ禍の影響を受けた企業の苦境緩和、事業活動回復を支援する2022年11月7日付け財政省Circular 67/2022/TT-BTCが公布されました。

従来の規定によれば、科学技術開発準備金は、科学技術の研究活動に対してのみ使
用が認められています。本ガイダンスでは、企業の苦境緩和を支援するため、2022年
および2023年の2年間における、技術革新のため、事業活動に直接資するための機
械設備の購入に使用する場合が追加されました。

また、準備金を使用して形成した固定資産の未償却残高が残っており、科学技術研究
活動への使用と同時に事業活動へも使用している場合の管理についてのガイダンス
も追加されています。これによれば、この場合、規定による固定資産の管理を行えば
十分で、損金算入可能な減価償却費の計算は不要です。準備金を使用して形成した
固定資産の能力を十分に活用できていない場合には、事業活動にも利用できるように
なりますので資源の無駄遣いを避けることが可能になります。

その他、法人所得税の優遇措置を受けている期間に準備金を積み立てて、別の企業（移転側企業）から準備金の移転を受け
た場合の法人所得税計算についても明確にしています。

積み立てた準備金を目的以外に使用した、使用していない、または、使用が70%未満で、移転を受けた場合、納税額の計算に
使用する法人所得税率は、準備金の積み立て時点で適用されていた税率になります。社内で積み立てた準備金、および、他
企業からの移転を受けた金額に関わる納税額の計算は、以下の通りです。
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積み立てた準備金額

移転を受けた金額

移転を受けた金額

税年度内の準備金総額（積み立てた
準備金額および移転を受けた金額）

税年度内の準備金総額（積み立てた
準備金額および移転を受けた金額）

税年度内の準備金総額（積み立
てた準備金額および移転を受けた

金額）

適用される法人所得
税の優遇税率

適用される法人所得
税の優遇税率

法人所得税の標準税
率

（準備金総額－70%未
満の使用済み金額）

（準備金総額－70%未
満の使用済み金額）

（準備金総額－70%未
満の使用済み金額）

法人所得税額 x

x

x

x

x

x

- 積み立てた準備金を目的以外に使用した、使用していない、または、使用が70%未満で、移転を受けた場合、移転を
受けた金額に関わる法人所得税額の計算は下記の2つの場合に分かれます。

+ 準備金移転の時点で移転側企業が法人所得税の優遇措置を受けていなかった場合。

+ 準備金移転の時点で移転側企業が法人所得税の優遇措置を受けていた場合。

- 積み立てた準備金を目的以外に使用した、使用していない、または、使用が70%未満で、移転を受けた場合、社内で
積み立てた準備金に関わる法人所得税額は、下記の計算式で計算します。

法人所得税額

法人所得税額

=

=

=

Circular 67/2022/TT-BTCは2022年12月23日から施行されます。
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4. 見なし納税を行う事業世帯・個人事業主へ販売促進ボーナス、業者間割引を行う際の個人所得税の申告・納税に関する税務
総局Official Letter 3870/TCT-DNNCN

見なし納税を行う事業世帯・個人事業主へ販売促進ボーナス、業者間割引を行う際の
個人所得税の申告・納税に関する2022年10月19日付け税務総局Official Letter 
3870/TCT-DNNCNが公布されました。概要は以下の通りです。
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a. 販売促進用贈答品について。

b. 販売促進ボーナス、業者間割引について。

商品の売買を伴わずに、所有権・使用権の届出が必要とされる資産の贈与を顧客へ行う場合、顧客が受け取る贈
答品は、贈与所得として個人所得税の課税所得となります。見なし納税を行う事業世帯・個人事業主へ現金または
現物での売上促進支援を行う会社は、当該個人に代わり、規定に基づく申告・納税の義務を負います。

見なし納税を行う事業世帯へ大量の商品を販売する際の業者間割引については、当該事業世帯に代わって、個
人所得税率0.5%で個人所得税の申告・納税を行うだけです。この場合の事業世帯には、生産分野の事業世帯（家
畜・家禽の飼料を転売用ではなく飼育用に購入する場合で、直接に農業生産を行う世帯に対する免税を受ける対
象に該当しない場合など）も含みます。

事業世帯・個人事業主が見なし納税を行う場合、業者間割引をしてくれた会社側で申告・納税をしてもらうために、
税額計算方式に関する情報を提供する義務を負います。税務当局は、納税者の申告・インボイス・証票に関する
データベースに基づいて、この場合のリスク管理を行います。

ボーナス、販売促進支援、販売促進活動、業者間割引、早期決済割引、現金または非現金による支援の支払いに
関わる、見なし納税を行う事業世帯・個人事業主に代わる申告・納税の実施は、2021年8月1日（Circular 

40/2021/TT-BTCの施行日）からになります。

販売促進プログラムを規定通りに実施する場合、見なし納税を行う事業世帯・個人事業主が受け取る金額、現物
の1千万VNDを超える部分については、賞金所得として個人所得税の課税所得となります。販売促進ボーナスを
支払う会社は、当該個人への支払い前に、個人所得税額を源泉徴収します。

個人に対する販売促進用贈答品、業者間割引などの支払い、および、当該個人に代わり納付する納税額につい
ては、仕入れ付加価値税の控除ができません。また、当該個人に代わり納付した納税額は、損金算入できません。

©2022 Grant Thornton (Vietnam) Limited. All rights reserved

c. 販売促進用贈答品、業者間割引を受ける顧客に代わり納付する納税額について。



労働者への旧暦のテト贈答品を購入して贈与する場合、これは労働者が得る経済的利益です
ので、この贈答品は個人所得税の課税所得に含まれます。労働者が贈答品を受け取った時点
で所得が発生したと見なされます。

契約が終了して帰国する外国人専門家の個人所有物の輸送費を、専門家との契約終了後に
支出して、輸送会社からインボイスの発行を受ける場合、これは個人に資する支出ですので、
専門家の個人所得税課税所得となります。

外国人専門家との契約が終了して2022年11月30日に帰国する場合、出国前に、当該外国人
専門家は、個人所得税の確定申告を直接行うか、当該会社へ確定申告を委任します。確定申
告の対象期間は、2022年1月1日から2022年11月30日までで、この期間中に支払われた所得
総額が申告所得となります。

5. テト贈答品、個人所有物の輸送費に関わる個人所得税に関する2022年10月17日付けハイフォン市税務局Official Letter 

3300/CTHPH-TTHT
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投資証明書の発給を受けた場所で投資プロジェクトを実施して、場所に基づく法人税優遇措置を受けていたが、投資プロ
ジェクトの実施場所を移転した場合（投資証明書に記載された場所以外の場所へ変更）、優遇地域に関する条件を満たさ
なくなりますので、プロジェクト実施場所の移転時点から法人所得税優遇措置を受けられなくなります。

法人所得税の優遇措置を受ける所得と受けられない所得を区別して管理し、申告・納税を行います。

法人所得税の優遇措置を受ける所得と受けられない所得を区別して管理することができない場合、以下の通り計算します。

6. 事業場所を移転した場合の申告・納税義務に関
する2022年11月14日付けバクニン省税務局
Official Letter 3734/CTBNI/TTHT

優遇措置を受ける事業活動の所得
額または損金額

税務年度における所得総額または
損金総額

法人所得税の課税所
得総額

優遇措置を受ける所得 x=
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7. 個人所得税の扶養親族届出処理に関する2022年10月28日付けハノイ市税務局Official Letter 52118/CT-TTHT

所得のない、または、当該年度の月平均総所得が100万VNDを以下の労
働年齢を過ぎた実父、実母を扶養親族とする扶養控除を届出する場合、直
接扶養親族申告表（Circular 80/2021/TT-BTCの附属様式07/XN-NPT-
TNCN）を作成する義務に関する規定は無く、規定に基づくその他書類（例：
IDカード、関係を確認できる合法的書類などの画像コピー）を提出すれば
十分です。その他の扶養親族（兄弟姉妹、祖父母、孫など）については、上
述の様式07/XN-NPT-TNCNに基づく申告表を作成する必要があります。
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8. 法人所得税優遇措置を受ける従属会計支店の確定申告に関する2022年9月28日付けビンディン省税務局Official Letter 

2812/CTBDI – TTHTおよび2022年11月17日付けバクニン省税務局Official Letter 3776/CTBNI-TTHT

本籍地の省・都市とは異なる地域に所在する事業活動拠点として従属会計支店があり、法人所得税優遇措置の対象となる所得がある場合、優遇措置を受ける当該支店の法人所得税確定申告および納税に関す
る以下のガイダンスが公布されました。

• ビンディン省税務局のガイダンスによれば以下の通り。

Circular 80/2021/TT-BTCの別表IIにある様式03/TNDNに基づいて、法人所得税優遇措置の対象となる支店の所得を
区別して申告します（「事業活動による法人所得税納税額」の項には優遇措置対象となる活動のみを申告します）。事業
拠点に関わる収入源を得る地方に対する法人所得税配分表（様式03-8/TNDN）の申告は不要です。

支店所在地の省・都市で法人所得税の過剰納付額が発生した場合、本籍地での法人所得税の納付不足額があったと
しても、徴収地が異なるため相殺することはできません。

• バクニン省税務局のガイダンスによれば以下の通り。

バクニン省税務局のガイダンスによる支店に関わる申告・納税には異なる点があります。具体的には、本籍地の法人所
得税確定申告は、Circular 80/2021/TT-BTCの別表IIにある様式03/TNDNに基づいて行い、本籍地の管轄税務当局で
納税します。同時に、法人所得税優遇措置の対象となる活動の法人所得税額は、Circular 80/2021/TT-BTCの別表IIに
ある様式03-3A/TNDNに基づいて計算して、本籍地および支店の管轄税務当局で納税します（2021年税年度からの適
用）。

現在、税務当局の集中管理システム（TMS）では、様式03-3A/TNDNに関わる情報の送受信をサポートしています。本
籍地が所在する税務局で様式03-3A/TNDNを含めて様式03/TNDNでの法人所得税確定申告を行えば、税務当局の税
務管理システムが、優遇措置を受ける支店がある他省の税務当局へ自動的にデータを送信してくれます。従って、支店
が所在する地域の税務当局へ、様式03-3A/TNDNを送付する必要はありません。
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